
 

 

 

 

 

 

 

News Release 
2023 年 1月 1２日 

株式会社 長 大 

 

自 然 資 本 を 活 用 し た 新 た な 国 内 ボ ラ ン タ リ ー ク レ ジ ッ ト 

「 ナチュラルキャピタルクレジット  コンソーシアム 」への参画 
カ ー ボ ン ク レ ジ ッ ト 市 場 の 活 性 化 を 通 じ て 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 貢 献 

 

株式会社長大（野本昌弘・代表取締役社長。以下「当社」）は一般社団法人 Natural Capital（所在地：福岡県

福岡市 代表理事：九州大学都市研究センター長馬奈木俊介教授）による、ナチュラルキャピタルクレジットコンソ

ーシアム（以下「NCCC」）の設立にともない、弊社は NCCCへの参画ならびにボランタリーのカーボンクレジット創

出、市場の活性化に向けて、本コンソーシアムの参画自治体でもある大分県国東市等と具体な取り組みを行って

参ります。 

 

1.背景 

グローバルな社会課題である気候変動対策の高まりとともに、カーボンクレジットの重要性が高まっています。

2020 年には世界的な企業・団体 250 社以上が加盟する自主的炭素市場の拡大に関するタスクフォース

（TSVCM）が設立され、ネットゼロ社会を実現するために、現在のクレジット市場を 15 倍以上にする重要性が提

言されるなどカーボンクレジット市場の活性化が求められており、その評価の透明性や測定精度やモニタリングな

どのガバナンス・規格・担い手は喫緊の課題となっています。日本のカーボンクレジット市場も、年々発行数が右

肩上がりに伸長するほか、2021 年 10 月に環境省が脱炭素取引を指針に掲げるなどカーボンクレジット市場は活

性化し始めており、その中でもボランタリークレジットは発行までの時間が短いことから国内でも注目が高まってい

ます。 

係る状況下、NCCCは、日本の豊かな自然資本を活用したカーボンクレジットの創出と市場活性化を通じ、脱

炭素社会の実現と地方創生を支援することを目的としており、当社はこの理念・活動に賛同し、参画する運びとな

りました。 

 

２．コンソーシアムの概要  

NCCCは、一般社団法人Natural Capital の代表である九州大学都市研究センター長馬奈木俊介教授の学

術研究とその成果を元に、一般社団法人 Natural Capital を事務局として、参画企業・自治体などとともに共同体

を構築し、森林や農作地などの CO2吸収量を測定・評価し、クレジット化するとともに、気候変動対策のためにカ

ーボンオフセットを必要とする企業や団体に対して提供していく活動を推進します。NCCCの参画企業・自治体

は、会員間の意見交換や勉強会への参加、クレジットの売買、ビジネス機会の創出が可能となります。 

 

３．今後について 

 NCCCは、森林や農作地のCO2吸収量の測定を皮切りに、海洋資源、省エネルギー設備の導入などによる都

市開発・街づくりの CO2吸収量や削減量を評価・測定することを目指します。森林や農作地の維持は、少子高

齢化にともなう労働力不足、防災・治水の観点からも重要な社会課題となっており、本取り組みによるクレジットの
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創出と活性化は、自治体や農林水産業従事者などの収入源になることで地方の経済面での活性化も期待されま

す。当社は、大分県国東市、九州大学都市研究センターと「地域の持続可能な発展（国連 SDGs）のための連携

と協力に関する協定書」を 2021 年 6 月に締結しており、同市を中心とした脱炭素の活動支援を通じてカーボンク

レジットの普及を促進するとともに、日本の自然資本の回復・保全に向け積極的に取り組んでいきます。 

 

以上 

 

■お問い合わせ 

本件に関する報道機関からのご照会は、以下へお願い申し上げます。 

 

宗広裕司 （むねひろ・ゆうじ）  

株式会社長大  

執行役員 海外事業推進担当 

海外営業統轄部 統轄部長 

E メール：munehiro-y@chodai.co.jp 

電話： 03-3532-8623 
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